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　１．業務の基本方針

①情報把握 ②調査設計 ③見える化

④フィードバック⑤評価/分析モデルとしての評価⑥今後に向けた展望

小田原市において、下記のサイクルを回しながら、地域の脱炭素化に向けた検討を実施。

地域の課題を自治体職員と検討  
移動データで見える化できる  
範囲、方法を策定 
 
・調査目的 
・調査期間 
・ターゲット 

移動データを抽出・加工・可視化  
 
・EVシェアリングの既存拠点  
   での相関可視化 
・想定顧客層の移動・居住の分析  
・候補地の評価
 
 
 

移動データ活用の課題整理  
 
・成果報告会の振り返り  
・移動データ判定方法の振り返り  
・報告書作成 

地域の現状を知るインプット  
 
・自治体ヒアリング  
・マスタープラン、交通計画等の資料  
・自治体調査資料 

施策の進行 
 
・他部署との調整の基礎資料として

   の活用

・移動データの理解促進と分析の

   型について

 
 

見える化した結果の共有と見解につ
いてディスカッション、有識者ヒアリン
グによる結果検証 
 
・有識者ヒアリング  
・成果報告会 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　①情報把握（ヒアリング、過去資料より）

地域課題

災害時のエネルギー確保  自動車稼働の多さ 

課題解決を図るための取組（政策）

コンパクトシティの取り組み 

小田原市では、東日本大震災後から地域のエネルギー確保に向けて動いており、再生可能エネル
ギーの導入促進に公民連携で取り組まれてきた背景がある。 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再生可能エネルギー政策が進められている。その背景

にあるのは、2011年3月に東日本大震災が発生した際、

計画停電等により市民生活や農産物への影響、観光業

に大きな打撃を受けたことが契機となっている。 

再生可能エネルギーの地域自給 

出典：「小田原市地域公共交通総合連携計画」

出典：「第六次小田原市総合計画行政案（概要版）」

出典：「小田原市立地適正化計画」



　②調査設計

調査１：EVシェアリングの既存拠点での相関可視化  

▼調査目的・詳細 

自治体所有のEV車両を市民に活用してもらうために、EVカーシェ

ア拠点周辺居住者の以下データを活用し、拠点のポテンシャル評

価を行う。 

・世帯数・人口 

・自動車保有状況 

・自動車利用状況（位置情報を活用） 

 

まずは、既存のEVカーシェア拠点の売上とステーション周辺の各

指標の相関評価を行い、売上に影響の大きい指標を具体化したう

えで、新拠点候補地の評価を行う。 

 

 

調査3：候補地の評価

調査2：想定顧客層の移動・居住の分析  
 
▼調査目的・詳細 
EV拠点周辺を対象に分析を行った調査１に対し、調査２では想定顧客層に
着目し、移動データより移動や居住地を分析する。 
 
＜対象者＞ 

EVの想定顧客層としては、売上ベースで全体の6割を占めるターゲット層 、車を保有していな

いことが想定される低頻度車利用者を設定する。具体的には、小田原市居住者全体、およ

び、小田原市居住者のうち以下のセグメントを切り口として分析を行う。 

・EVカーシェア利用の多いセグメント（＝ターゲット層） 

・低頻度車利用者：車外出割合が下位25% 

・（参考）高頻度車利用者：車外出割合が上位25%  

 

ただし、低頻度車利用者・高頻度車利用者は期間中に26回以上(週に１回以上)の外出行動

がある人を対象とする。 

 

▼調査目的 

調査2の結果を基に、非車所有者と結びつく可能性の高い車以外外出比率を用

いた定量的評価、行動分布を踏まえた定性的な評価により新規EV拠点候補を

評価する。 

 

小田原市が公民連携で進めているEVカーシェア事業の拡大に向けた拠点評価を実施した。 

再生可能エネルギーの地域自給 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　③見える化（調査１：EVシェアリングの既存拠点での相関可視化）

　ステーションの売上と周辺人口、自動車保有状況、自動車利用状況は以下の通り。いずれも売上
との明確な相関は見られない結果となった。 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既存のEVステーションの売上とステーション周辺の各指標の相関の分析を行った。結果としては、いずれの指標においても明確な相関が見られない結果と

なった。個別に売上の少ないステーション周辺環境を見ていくと、一部のステーションでは路地裏など人通りの少ない場所へ立地している、EVカーシェアサービ

スの目標が”のぼり”のみになっている一方で、売上の大きいステーションでは、駅からのアクセスのいい位置に立地している、目立つ場所に看板が設置して

ある、という状況が見られた。これら立地環境によるEVステーションの認知量の違いが売上に影響していること、また、これが本調査にて着目した指標と売上

に相関が現れなかった原因であると考えられる。 

　新拠点候補地については、相関の見られた指標による評価ではなく、調査2以降で想定顧客層の分析を通し評価に有効な指標・示唆を調査する。  



　③見える化（調査２：想定顧客層の移動・居住の分析）

行動分布の分析より、小田原市民の移動は市内での移動が比較的多いことが特徴として見られた。市内の移動は小田原駅周辺だけでなく鴨宮エリアにも
多く存在しており、酒匂川を渡った往来は少ないため各エリア内で用事を済ませる傾向が伺える。これらより、小田原市移動需要を捉える上ではエリアごと
の移動を考慮する必要があることがわかる。 
　居住地分布の分析からは、ターゲット層が小田原駅周辺や、鉄道で10-15分程度離れた立地に比較的多く居住することがわかった。また、低頻度車利用
者は小田原駅周辺に多く居住していることがわかった。 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◯ 行動分布 | 小田原市居住者全体・広域 

小田原市居住者全体の外出後120分の行動を可視化

すると平塚や箱根への移動は少なく小田原市内に閉じ

た行動が多いことがわかる。 

◯ 行動分布 | 小田原市居住者全体 

市内の行動分布を見ると、小田原駅周辺に反応が集

中している一方で、鴨宮エリアにも強く反応がある。 

 居住エリアのごとの行動分布 

〇行動分布 | 低頻度車利用者 

 

■ 小田原駅周辺エリア居住者 

　低頻度車利用者のうち小田原駅周辺エリア 

居住者の行動範囲は駅周辺に集中している。 

〇町丁目別居住地分布 | ターゲット層の比率 

ターゲット層比率が高い地域は、2つの観点で分類でき、１つは小田原駅周

辺に多い。その他の上位地域は、小田原駅から鉄道移動で10-15分程度離

れた場所に分布している。 

 



今回の分析の観点からは。車以外外出比率の高いA、また次点で車以外外出比率が高く、ターゲット層の行動分布上に位置するB、Cが新規EV拠点として
は需要が高いことが示唆された。また、今後のEV拠点展開においては、小田原市の移動需要が東西に分かれて存在するため、酒匂川の東側のステーショ
ン配置を考えるにあたっては、鴨宮エリアの移動を捉える必要があることが分かった。 

　③見える化（調査３：候補地の評価）
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● 新規候補地点 

◯ 車以外外出率による定量的評価 

〇行動分布を踏まえた定性的な評価・低頻度車利用者  

〇行動分布を踏まえた定性的な評価・ターゲット層  

©2022 Google Map    



　④フィードバック

議論のベースとなる

　移動データの見える化により、地域の人

や行政それぞれが感覚として持っている地

域特性や人の移動ではない実態が記載さ

れた基礎の資料を作成することができる。

それを用い て、一つのテーマに向けて異な

る立場の人が議論して、異なる施策を生み

出すことができるのではないかという評価

を得た。また、人流データに加えて、その他

のデータの掛け合わせによる分析もさらに

進めていくこととの指摘を受けた。 

デジタルデータのニーズ

現在、移動データのニーズは高いものの、

費用が活用のハードルとなっている。移動

データが 完 璧 ではないにしてもオープン

データ化されることで、関心の高まりとデー

タによるアジャイルな政策形成も促進でき

ることが期待されるとのことだった。 

有識者ヒアリング
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成果報告会



　⑤評価/分析モデルとしての考察　
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　 本調査では、外出時の車以外外出比率や、ターゲット層、低頻度車利用者の行動分布との重ね合わせにより、EVの新規拠点の評価を試み

た。既存拠点との相関を示すには至らなかったが、一定、根拠に基づいた新規拠点候補の評価・議論に資する示唆が得られたと考える。今後

は、EV・カーシェアに限らず、バスなどの交通手段へと適用していくことで、指標の有効性の評価を試みるとともに、バス路線の再編成などによ

る交通手段転換の促進への活用が望ましい。 

　 また、EVへの利用転換を考える上では、移動・居住の広域的な理解に加えて、車利用者がどのような場面で車を利用しているのか、など、よ

り解像度の高い分析をすることで、交通手段の転換につながる具体的な施策イメージにつながることが考えられる。 

 

本調査では、外出時の交通手段という切り口での分析を試みた。その結果、駅周辺は車利用頻度が低い人の居住が多く、交通の便が悪い地

域は車利用頻度が高いという、交通アクセス性と合致する結果が得られた。このため、車の利用頻度が低いという指標（車以外外出比率）が、

非車所有者と結びつく可能性が高いと考えられる 

 

調査１：EVシェアリングの既存拠点での相関可視化  

調査3：候補地の評価

調査2：想定顧客層の移動・居住の分析  
 

（分析の結果、相関が見られなかったため考察は調査３で包含し、調査１としてはなし。） 

 



　⑥今後に向けた展望　
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１）他部署との調整の基礎資料としての活用 

 　 今回の小田原市の分析ではEVステーションを拡大し

ていく上で、優先順位を付けるために移動データを活用

した。最終分析結果は、事業を展開していく上で、他部

署との調整の優先順位を考える上での一つの素材とな

りうるとのコメントを頂 戴した。また、主 幹となる部 署が

他部署との調整にあたる際、候補地のニーズ調査とし

ても説得材料になるのではないかということだった。  

２）移動データの理解促進と分析の型について 

　懸念点としては、移動データがすぐに理解してもらえ

るものか、またどのように説明するとすぐに理解しても

らえるかは課題である。また、テーマを設定する上で

は、移動データの分析でできることとできないこと明確

にすることで、どのような政策のEBPMに活用できるの

かがわかるとよりいいのではないかということだった。  

 




